
就労継続支援Ａ型の経営実態調査等について

指定権者名

指定事業所数（平成29年12月末現在）

実態把握済み
事業所数（※）

経営改善必要なし
(黒字)

経営改善必要あり
(赤字)

割合 割合

千葉県 51 40 9 22.5% 31 77.5%

指定権者名

指定事業所数（平成30年9月30日現在）

実態把握済み
事業所数（※）

経営改善必要なし
(黒字)

経営改善必要あり
(赤字)

割合 割合

千葉県 56 49 15 30.6% 34 69.4%

○平成２９年度経営実態調査等より

○平成３０年度経営実態調査等より
※ 新規指定８、廃止・休止等１、実態把握中２の１１事業所を除く

生産活動収入額
【Ａ】

生産活動必要経費
【Ｂ】

生産活動収支
【Ｃ＝Ａ-Ｂ】

充当額
【Ｄ】

利用者賃金総額
【Ｅ】

667,149,262 479,401,012 187,748,250 379,672,748 567,420,998 

※ 新規指定７事業所を除く

「経営改善必要あり」の３４事業所の経営状況（３４事業所合算の数値）

※ １事業所当たりの平均充当額は、11,166,845円 （平均値であり、各事業所の状況により異なる。）

資料４



（※）条例：「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの
事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成24年千葉県条例第88号）

項目
２８年度

実績
３０年度 ３１年度 ３２年度

就労継続支援A型事業所が条例
の基準を満たしている割合（％） － － － １００

・千葉県内の企業に適用される最低賃金額以上の賃金。
・事業の適正化を図るため、生産活動に係る事業収入から必要な経費を控除した額に相当する金額を
賃金の総額以上とするとともに、賃金を自立支援給付費から支払わないこと。

○第六次千葉県障害者計画及び千葉県工賃（賃金）向上計画の目標

○第六次千葉県障害者計画の数値目標

第六次千葉県障害者計画、千葉県工賃（賃金）向上計画
（平成３０年度～平成３２年度）について

就労継続支援Ａ型事業所について



＜不適切な運営を行っている事例＞

○ 就労継続支援Ａ型事業については、

◆ 本来の利用者である障害者の利用を正当な理由なく短時間に限り、

健常者である従業員（基準省令によるところの「利用者及び従業者以外の者」）がフルタイムで

就労している。

◆ 利用者も従業者も短時間の利用とすることによって、

浮いた自立支援給付費を実質的に利用者である障害者の賃金に

充当している。

◆ 正当な理由なく利用者の意に反して労働時間を短く抑える、あるいは

就労機会の提供にあたって収益の上がらない仕事しか提供しない。



＜千葉県条例改正＞

平成２９年４月１日付け厚生労働省令改正に伴い、以下のとおり、平成２９年７月２１日付け

千葉県条例改正を行い、以下の規定を追加

①生産活動に係る事業収入から必要経費を控除した額が賃金の総額以上となるように

しなければならない。

②利用者に支払う賃金及び工賃の額について、原則、自立支援給付費から充当しては

ならない。

③利用者に対してその希望を踏まえた就労の機会の提供を行わなければならない旨の

規定を設ける。

④運営規程の項目として、生産活動の内容、利用者の労働時間及び賃金、工賃を追加

する。
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＜Ａ型事業所一斉閉鎖＞

平成２９年７月末、岡山県所在の法人が運営する就労継続支援Ａ型事業所が複数個所、

一斉に閉鎖され、障害者２００名超が一斉に解雇されるという事態に発展した。

また、８月にも、名古屋市所在の法人において同様のケースが発生し、障害者数十名が

一斉に解雇された。

岡山県所在の法人は、一斉閉鎖の理由を「経営悪化」だとしている。
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＜平成２９年７月２８日付け厚生労働省事務連絡＞
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